憲法共同センター宣伝スポット（２０２３年４月）
　みなさん。私たちは「戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター」です。労働組合や中小業者、農民、女性、医療、法律、反核平和団体などが、力を合わせて、憲法を守り生かす活動を進めています。
　この場をお借りして署名のお願いをしています。一つは「大軍拡・大増税に反対する請願署名」です。もう一つは「憲法改悪を許さない全国署名」です。日本の平和と私たちの暮らしを守るために、ご協力をお願いします。
　電気代の大幅値上げをはじめ、食料品や日用品などあらゆる物価の高騰がくらしと営業を直撃し、「もうやっていけない」と悲鳴が上がっています。そんななか岸田政権は国民の生活は二の次で、大軍拡と戦争国家づくりへと暴走しています。敵基地攻撃能力の保有と軍事費を5年間で総額43兆円にする計画を閣議決定し、国会にはからずアメリカに実行することを約束しました。
2023年度予算（案）では、軍事費が6.8兆円と過去最高になり、そのうちトマホークミサイルなど米国製兵器の購入に1.4兆円も計上されています。その財源は、社会保障費の削減、公立病院の積立金や中小企業向け融資の基金の流用など、国民に負担を押しつけるものばかりです。24年度からは法人税、所得税、たばこ税の増税がねらわれています。「大軍拡・大増税反対！」の声を一緒にあげましょう。
そもそも敵基地攻撃は、日本が攻撃されていなくても相手国を攻める先制攻撃で、これまで歴代の自民党政府が「憲法で認められていない」と言ってきたものです。安保法制（戦争法）によって日本が攻撃されなくても自衛隊が米軍とともに武力行使ができる下で、敵基地攻撃能力の保有はアジアでの軍事的緊張を高めることになります。岸田首相は「自分の国を自分で守る」と言いますが、アメリカと一緒に敵基地攻撃をおこなえば、その報復攻撃を受けるのは日本です。また5年後には年10兆円を超える軍事費にすると言っていますが、そうなれば日本の軍事費はアメリカや中国に次ぐ世界第３位となり、「専守防衛」どころか、「他国に脅威をあたえる軍事大国」になってしまいます。
　みなさん、岸田政権が日本の戦場化を前提にした戦争準備をすすめているのをご存知でしょうか。鹿児島から沖縄までの南西諸島に自衛隊基地を新増設し、敵基地攻撃の長距離ミサイルが配備される最前線基地にしようとしています。
それだけではありません。日本全土が戦場となることを想定し、全国に約300ある自衛隊基地が核兵器、生物、化学兵器による攻撃に耐えるよう、施設の地下化や強靭化の準備をし、敵基地攻撃の長距離ミサイルを保管する大型弾薬庫を、今後10年で全国に130棟も建設する計画が、国会の論戦のなかで明らかになりました。
ウクライナ危機の最大の教訓は、戦争は始まったら止められない、絶対に起こさせないことではないでしょうか。岸田首相がウクライナを訪問し、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）の信託基金を通じた約40億円の防衛装備品の供与を約束しました。これは憲法９条に反する行為であり、日本は非軍事の人道的支援に徹するべきです。
憲法9条を持つ国として、日本に求められていることは「戦争の準備」ではなく、対話と外交による「平和の準備」です。すでにアジアでは、ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）10カ国がイニシアティブを発揮して、アメリカ、中国、日本ロシアなども含んだ平和的な外交の枠組みを作る努力をおこなっています。こうした平和の話し合いの先頭に立つことが、日本の責務ではないでしょうか。また、核兵器使用の危険がましているときだからこそ、日本が核兵器禁止条約に参加し、核のない世界をめざすべきではないでしょうか。
憲法と平和を壊す大軍拡と大増税反対、税金は物価対策や社会保障・教育予算の増額に、「ミサイルより生活に」「ミサイルより学校給食に」と声をあげ、私たちの願いがかなう政治へ、選挙で変えていきましょう。

いま「大軍拡・大増税に反対する請願署名」「憲法改悪を許さない全国署名」へのご協力をお願いしています。どうぞ足を止めていただき、憲法を無視した岸田政権へＮＯの声、憲法を守り生かした新しい政治をつくっていこうという願いを「憲法改悪を許さない全国署名」へお寄せください。
